
トランジション（移行）は「小児期発症の慢性疾患を持つ患者が小児を対象とし
たヘルスケアから成人を対象とするヘルスケアへ切れ目なく移る計画的、継続的、
包括的な患者中心のプロセス」を意味し、適切で必要な医療を切れ目なく提供する
ことやその人らしい生活を送れることを目的とし、自律・自立支援、転科支援や併
診などによる診療体制の整備が含まれる。自律・自立支援には、自己管理・自己決
定・ヘルスリテラシー獲得のための支援や、就学・就労支援が含まれる。

日本小児科学会移行支援に関する提言作成ワーキンググループ資料（2023年）一部改変

成人移行支援／移行期医療支援の概念
資料４
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都道府県における小児慢性特定疾病の患者に対する移行期医療支援体制の構築について（平成29年10月25日）参考資料（一部改変）
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【小児期診療科】 【成人期診療科】
移行時期の判断

移行の必要性の説明 「自立支援」
患者への教育 移行準備支援「自立支援」

適切な医療機関及び成人診療科を紹介

成人診療科への情報提供 小児期診療科から患者を受け入れる

※成人後も小児科が診療を担当する場合は、必要応じて成人医療に従事するものと連携して
必要な医療等を提供すること。

※緊急に受診できる成人期の医療機関の応援が得られることが望ましい。

患者の状態に応じて、小児期診療科を含めた必要な
診療科と合同カンファレンスの実施等を含めて連携
すること

長期療養については、かかりつけ医をはじめとする
地域の医療機関と連携すること。

移行期医療において医療機関に求められる事項

参考資料：都道府県における地域の実情に応じた難病の医療提供体制の構築について（健難発0414第3号平成29年4月14日）
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医療提供体制の整備 患者の自律(自立)支援
・移行期医療支援の拠点的役割を担う機関の整備
・医療関係者等への教育の機会の提供、ガイド※の提供

※成人移行支援コアガイド（厚労省研究班作成）等の提供・利用推進

・福祉、介護等、関連する多職種による総合的な
支援体制の構築

・患者自身の疾患理解や意思決定のための支援

・患者支援機関、相談員等との連携による支援
（難病診療連携コーディネーター、小児慢性特定疾病児童等自立支援員、
難病相談支援センター等）

・成人期の療養生活支援体制に関して患者、家族が
理解を深めるための取組

実施すべき具体的な事項
・疾患ごとに対応可能な診療科、医療機関に関する情報を把握し、医療関係者及び成人期に達した患者に公表
・小児診療科と成人診療科に連携促進：自院及び他院の小児診療科の求めに応じ、相談対応、成人診療科
（他院含めて）の連絡調整、コンサルタント、連携の支援
・患者からの相談対応、移行のための医療機関調整
・連携の難しい領域の現状を把握し、その改善策を検討（個別のケース検討）
・患者の自立支援を円滑にすすめるための支援（人材育成を含む）
・移行期医療支援の普及啓発
・医療関係者等への研修 等

【移行期医療支援センター】に求められる事項
移行期医療支援センターは、医療提供体制の整備と患者の自立を目指し、医療情報を収集し
公表、関係機関の調整、患者相談に対応し、医療者ならびに患者への普及啓発、教育を担う。

参考資料：小児慢性特定疾病対策等総合支援事情実施要綱（健難発0530第12号 令和６年３月29日 一部改正）
都道府県における小児慢性特定疾病感謝に対する移行期医療支援体制の構築について（健難発1025大1号 平成29年10月25日）
移行期医療支援協議会設置に向けた手引き（2024年3月 ＰＷＣ）

小児診療科・成人診療科合同会議時資料



議題 県内の移行期医療に係る現状や小児診療科、成人診療科それぞれの課題について

主な意見

・移行しやすい疾患と移行が難しい疾患がある。
・移行期医療に対して患者／親の理解を得る支援、気持ちを十分汲む必要がある。
・モデルケースをつくる。
・診療領域ごとに、学会のスキームを参考にしながら進める。
・成人診療科で診る機会が限られている疾患の知識を増やす機会、移行期医療の教育が必要。
・対応可能な成人診療科情報が小児診療科ではわからない。

奈良県の移行期医療体制を考える会
（小児診療科・成人診療科合同会議）

新たに（奈良県）移行期医療支援センターを設置し、体制整備を推進する。
・センター設置は、奈良県立医科大学附属病院とする。
・事業内容

１）現状把握、医療情報共有
２）診療領域ごとの小児科・成人診療科合同での協議、及び教育の実施
３）地域の診療所（かかりつけ医）と病院との協議の実施
４）多職種における人材育成

等


